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     In ISO2394(ver.2015) “Optimization and criterion on life safety” is introduced in Annex G. Social Willingness To 

Pay(SWTP) for VSL (Value of Statistical Life) is evaluated based on LQI (Life Quality Index) here. Rational life safety level can be 

controlled due to some economical parameters oriented with LQI. This paper presents an example of SWTP values of some Asian 

countries where Tsunami inundation were observed at 2004 Sumatra-Andaman Earthquake using ISO2394 formulae and actual 

WHO datum. Sufficient number and optimum allocation of Tsunami Evacuation Buildings are proposed, and satisfaction levels 

under recent SWTP of each country are shown simultaneously.  
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1 緒   言 

2015 年に改定された ISO2394・付属書 G「人命安全に

関する最適化と規範」という項には，LQI に関する記載

が加わっている１）．LQI とは，Life Quality Index の略で

あり，この付属書では，国民一人当たりの国内総生産や

余暇時間，生活の質の指標指数によって表す考え方が示

されている．国の経済条件と人命安全に対する考え方は

つじつまが合っているべきであり，国の豊かさにより最

適な選択は異なったものになりうるということが，この

付属書の「提案」である．このことを直接的に解釈すれ

ば，大災害時を想定したときにも，防災にかけることの

できるコストすなわち社会的支払意思額は，国の経済力

によって左右され，人の命の価値すなわち統計的人命価

値は国ごとに異なるということになる． 

この考え方は，人命価値に普遍性を見出し，経済格差

を国家間の援助で補おうとする方向性とは真逆であり，

各国の自己責任，自力救済を含意したものといえる．こ

れ自体にも議論のあるところとは思われるが，実際にこ

の考え方を適用したときに，経済力によりどれだけ各国

の防災対策の水準は違ってきうるのかを，試算してみる

ことには十分な価値があると思われる．これを具体的な

数値で示すことを本研究の目的とする． 

本研究では，2004 年に発生したスマトラ島沖地震に伴

う津波被害を念頭に置いて，経済力が直接反映されるハ

ード的防災対策である，津波避難ビル（ Tsunami 

Evacuation Buildings, TEB）の建設を例に挙げて検討を進

める．スマトラ島沖地震は一度の津波被害で 13 か国に

被害を及ぼしたため，いくつかの国においてリスク低減

計画を比較するための共通のベースとして扱うのに適

切と考え，選定した．なおこの地震に対する津波避難ビ

ルの配置計画は，ハワイ大学の先行研究２）を参考にした． 

詳細は後述するが，同地震津波は，被害は甚大である

ものの，事象としては極めて稀なものであって，一人の

人間が直面する様々な人命リスク（疾病，交通事故，産

業安全，犯罪など多様なものが考えられる）の中で比較

するならば，「死亡原因となって期待余命を短縮する」

要因としては，必ずしも大きな位置を占めるものとはい

えない．この事実を，人命リスク低減率というパラメー

タを小さく設定することで，端的に計算に反映させるこ

とが出来る．その結果，人命を守るためのハード対策す

なわち津波避難ビル建設に対する支払意思額の国別格

差には，顕著かつわかりやすい特徴が現れてくる．以下

順を追って記述していく．これに対し，実際に建設する

ために必要な建設コストを算出し，各被災国の経済状況

で実際にどれだけの人口が救われるかを検討し，比較す

る． 
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2 スマトラ島沖地震概要 

2004 年 12 月 26 日，インドネシア西部時間午前 7 時

58 分（日本時間 9 時 58 分）スマトラ島で発生．震源深

さ 10km，マグニチュード 9.3．スンダ海峡に位置し，イ

ンド・オーストリアプレートとユーラシアプレート間の

海溝型地震．この地震に伴い，アマンダン・ニコバル諸

島近海からスマトラ島北西部近海にかけた，直線距離で

約 1500km の帯状の海域にわたる，海底深さ約 4000m の

場所で，津波が発生し，平均時速約 700km で伝播したと

みられる．津波が到達した国は 13 カ国に及び，一番被

害が大きかったのはインドネシア，ついでスリランカ，

インド，タイ，モルディブ，マレーシアと続く．死者・

行方不明者数は把握できる限りで，23万3千人にのぼる． 

今回分析の対象地域を，死者が発生した 4 地域に選定

した．一番被害が大きかったインドネシアに加え，イン

ド，タイ，マレーシアである．まず，インドネシアでは，

アチェ州の州都バンダ・アチェのムラクサを取上げた．

スマトラ島沖地震に伴う津波被害が一番大きかったと

ころである．ここはスマトラ島の最北端に位置し，バン

ダ・アチェでは 13 万人の死者行方不明者が発生した．

インドでは，地震発生から 8 時間程度で到達したと推測

されることから，内陸側に逃げる時間は十分であり，単

純にこのケースに限れば，津波避難ビル建設は津波防災

対策としては有効でない．しかし，この地域は高潮被害

が多く，津波避難ビル建設は，津波被害のみならず高潮

被害対策にも有効である．今回の結果を別のハザードに

拡張する，次の可能性も含む形で，比較対象地域として

選定する．タイでは，実際の津波浸水域に対して解析を

行う．マレーシアは，地震発生から 1 時間後に津波が到

達し，先行研究より津波浸水域のデータが得られたため，

それを用いて解析を行う． 

 

3 ISO2394 における社会的支払意思額 

ISO2394 では，あるリスク削減活動が行われるときの

一人の命を救うために投資されるべき社会的支払意思

額（Social Willingness To Pay）を次式（１）の SWTP で

与えている．  

SWTP=g/q・(ded)/ed ≈g/q・Cx dm=Gx dm   （１） 

ここに 

g：国民一人当たりの GDP,  

ed：平均寿命を割り引いた年齢，  

q：消費に使用できる資金と健康寿命との 

トレードオフに関する尺度， 

m：死亡率． 

ここで q は直訳すると，「消費に使用できる資金と健

康寿命とのトレードオフに関する尺度」となるのだが，

要は「寿命の中のどれほどの部分を使って，どれほどの

資金を集めるか」というパラメータであり，  

q=w/((1-w)β)        （２） 

w：経済活動に割り振られる時間の比， 

β：コブーダグラス型の弾力性の定数． 

で表される３）． 

w は労働時間を余暇時間で割ったものである．また，

βは発展途上国では0.6，先進国では0.7でとされており，

本研究の対象国では 0.65 を採用したが，比較のために日

本を考えるときのみ 0.7 とした． 

 w が小さいほど労働時間以外の生活時間の余裕度が

高い．近年の我が国の「働き方改革」の目標尺度にも近

いといえる．（２）式の通り w が小さいほど q も小さく

なる．概ね q は，0.12 以下であれば生活の質は高いと言

え 0.26 を超えると，生活の質は低いと判断されるようで

ある． 

（１）式の第 1 項を以下の計算に用いるが，この式が

示すところは，「可処分所得尺度である一人当たり GDP

が大きい場合」と，「それを生産する経済活動時間が少

ない，質のいい生活を送っている場合」に対して，死亡

率の減少対策に対する社会的支払意思額の値が大きく

なるということである． 

また，上式の中にある(ded)/ed  は，平均余命の変化を

表しており，以下の式により算出できる４）． 

ded/ed ≈∆・(d/d∆∫0
auexp(-∫0

au[μ(τ)+∆]dτ) da |∆=0) 

/(∫0
au l(a) da)  

=∆・(∫0
au a l(a)da )  /  (∫0

au  l(a) da)  （３） 

μ(τ)：τ歳の時の死亡率， 

Δ：人命リスク低減率， 

au：生命表における最大の年齢， 

l(a)：生存時間関数，生まれてから後，ある年齢 a 歳

における生き残る割合を意味し， 

l(a)=(S(0,a))/(e(0))       （４） 

S(0,a)：0 歳から a 歳までの生存確率， 

e(0)：割引なしでの 0 歳のときの平均余命， 

で与えられる． 

（３）式，ないしこれから求められる（１）式の結果

は，人命リスク低減率 Δに比例しており，この Δをどの

ように仮定するかが，本研究の計算結果に直結する．こ

の仮定には慎重を期するべきところではあるが，以下の

ようにやや大胆な立論を行った「スマトラ島沖地震と同

様のマグニチュード 9 クラスの地震である，東日本大震

災の再現期間は概ね 1000年程度と推定される」「津波の

発生が浸水地の人命すべてを失わせるわけではない．助

かる確率は五分五分であると考えよう」これらの理由か

ら，避難ビルが皆無の場合と，完備（被災地住民全員が

津波到達までに避難を終えられるだけのビルを建設）の

差となる Δとして，1/2000 を採用することとした．auは

WHO の生命表に基づき 85 歳までとした．この Δの仮定

のし方については，様々な議論が可能であると思われる

し，それが著者の希望するところでもある．計算結果を

示した後の，結言において，少し触れてみたい． 

 

4 各国における SWTP 

前章における生存時間関数 l(a)を，WHO の統計データ

の死亡率を用いて逆算した．男女別のデータであったた 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1 Age-based population rate in Indonesia 

 

め，平均を用いた。計算のもととなった年齢別人口割

合のデータのプロットを，代表してインドネシアのもの

について Fig.1 に示す． 

なお，0 歳時平均余命は，WHO の生命表よりインド

ネシアにおいて男性 67.3 歳，女性が 71.4 歳，インドに

おいて男性 67.4 歳，女性 70.3 歳，マレーシアにおいて

男性 73.2 歳，女性が 77.6 歳，タイにおいて男性 71.8 歳， 

女性が 79.3 歳である． 

このプロットに対して，文献 4)に記載された手順を

参考に，４次の多項式を近似式に用い，各国の生存時間

関数 l(a)を求めた． 

インドネシアでは、 

l(a)=-10-7a4+10-5a3-0.0005a2+0.0053a+1.41 

以下，インド，マレーシア，タイではそれぞれ， 

l(a)=-8*10-8a4+8*10-6a3-0.0003a2+0.0027a+1.3994 

l(a)=-9*10-8a4+10-5a3-0.00054a2+0.0046a+1.3181 

l(a)=-7*10-8a4+8*10-6a3-0.0003a2+0.0035a+1.3129 

（５－１～５－４） 

となった． 

生活の質パラメータ q は，インドネシア、インドおよ

びタイについては WHO 資料で計算されたものが得られ

たが，マレーシアに関しては，独自に計算した．労働時

間は平均労働時間とし，人生 80 年のうち 50 年間，1 年

の 52 週間のうち 48 週間，1 週間のうち 44 時間働いた時

として算出した．算出されたパラメータを Table 1 に示

す． 

なお，この表には比較のために日本の数値も載せた．

上記の仮定（残業なし）から，マレーシアの q 値はやや

楽観的ではあるかも知れないが，日本の場合（β＝0.7 

 

 

Table 1  SWTP for each country 

 

 

 

 

 

 

 

 

としている）は労働時間の長さが多少反映されている

可能性が高い． 

次にこれらの数字から，（１）式で求めた SWTP の算出

結果も Table 1 に示す．ここで，国民一人当たり GDP は，

「世界の統計」より引用した 2017 年度のものである．、

SWTP を多年度にわたる投資効果に対して評価するとき 

には，将来価値を現在価値換算するために割引率を用い

なければならない．上側の４カ意味でも途上国では，発

生確率の小さい災害に対して，国には 10%が適用され，

日本は 4%が適用される．その大きな初期投資で長期に

わたって対処しようという施策は条件が不利である．比

較のためにこの割引率で割り引いた，一年後の SWTP の

値も示した． 

以上の算出結果よりわかることを述べてみる．インド

ネシアとインドにおいて，一人当たり GDP はインドネ

シアの方が高いが，生活の質は労働時間の短いインドの

方が良いという評価になっているため，最終的な支払意

思額はインドの方が高くなっている．またマレーシアと

日本は，一人当たり GDP が高く，生活の質も良いため，

最終的な支払意思額は相当に高くなっている．インドネ

シアとタイにおいて，生活の質はそこまで大きな違いは

ないが，一人当たり GDP がタイの方が高いため，最終

的な支払意思額にはこの差が反映されることなどがわ

かる． 

 

5 GIS による各地の浸水域評価と避難ビル計画 

ハワイ大学の研究２）では，スマトラ島沖地震において

一番被害の大きかったインドネシアのバンダアチェの

浸水域を対象に，GIS を用いて，全人口を救うために最

低限必要な，津波避難ビル TEB の位置と数の決定を行

っている．本研究では，選定したこれ以外の 3 地域を対

象に，同様の解析を実行して，各地域の最適な津波避難

ビルの数と位置を決定する．マレーシアのペナンの浸水

域は文献 5）を，タイのプーケットにおいては、

RIMES(Regional Integrated Multi-Hazard Early Warning 

System for Africa and Asia)のホームページを参考にし，イ

ンドのチェンナイにおいては全域が高潮被害の対象地

域であったため，そのままこの解析でも対象地域とした． 

本研究では，使用ソフトである Arc GIS 搭載の，エク

ステンション機能であるネットワーク分析の到達圏解

析を用いた．到達圏解析とは、道路データに基づいて，

あるポイントからの到達圏を表示できる機能である． 

解析手順を Fig.2 に示す．本研究では道路の交通規則

および優先順位は設けず，歩行速度を高齢者の 0.75m/s

とし，津波避難ビルからの到達圏を 5 分，17 分，22 分

とした．  

使用したデータは行政区域データ，道路のラインデー

タおよび建物のポリゴンデータであり，これらはフリー

ソフトである DIVA-GIS と Open Street Map のサイトから

ダウンロードして情報を得た．座標系はインドネシアの

バンダアチェが WGS 84 / UTM zone 46N，マレーシアの  

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本研究では、道路の交通規則および優先順位は設け 

 

 

 

Fig.2 Flow of analysis 

 

ペナンが WGS 84 / UTM zone 47N，インドのチェンナ

イが WGS 84 / UTM zone 44N，タイのプーケットが WGS 

84 / UTM zone 47N であった． 

それぞれの建物の収容人数と人口分布は，建物のポリ

ゴンデータから，構造物の重心となるポイントデータを

作成し，そこに浸水域の全人口を建物の数で割った数値

を与えることで収容人数とし，全構造物に一様に人口が

分布されるようにした．一棟あたりの収容人数は，イン

ド 15.95 人，タイ 22.98 人，マレーシア 23.45 人となった

のに対し，人口が拡散しているインドネシアは 1.85 人と

なったため，ここでも投資効率の悪さが際立つこととな

った．インド，タイおよびマレーシアにおいて，一棟あ

たりの人口が通常より多くなっているのは、家屋が Fig.3

のような長屋になっており，データ上ではこれをひとつ

のポリゴンデータと認識してしまっているためである

と考えられる．つまり解析上は，ここの長屋に収容され

ている人数が同時に避難するという解釈になる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3 Housing at Malaysia (from Google maps) 

 

以下では，全人口が到達圏によりカバーされるような

津波避難ビルのポイントデータを設定し，その収容人数

が現実的になるような位置と数を決定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.1 Tsunami inundation and TEB allocation (Indonesia ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.2 Tsunami inundation and TEB allocation (India case) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.3 Tsunami inundation and TEB allocation (Malaysia) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4.4 Tsunami inundation and TEB allocation (Thailand) 

 

 

 

 

 

 



 

 

赤い点が収容人数、緑の二重丸が津波避難ビルの位置、

到達圏がそれぞれ，黄色が 5 分，青が 17 分，緑が 22 分

となっている． 

インドネシアのバンダアチェ市ムラクサでは，必要な

津波避難ビルの数は 12 棟である．インドのタミルナド

ゥ州チェンナイでは 19 棟であり，マレーシアのペナン

州タンジュンブンガでは 5 棟，タイのプーケット県カト

ゥー郡では 15 棟となっている． 

実際に津波避難ビルの建設にかかるコストを推定す

るためには，各国の建設コストの実情を調査する必要が

ある．津波避難ビルの建設コストの直接的な情報は得ら

れなかったが，各国におけるエアコンが完備されていな

いオフィスビルの建設コスト単価は調査できたので，こ

れを採用した．結果（＄/ｍ２）はインドネシアで 440，

インドで 289，マレーシアで 340，タイで 517 であった． 

各津波避難ビルの収容すべき人数が分かった時点で，

文献 6）を参考にしつつ，収容基準を乗じることで，必

要な延べ床面積を算出した．  

 

6 SWTP に基づく各国の適正投資水準解 

Table 2 以下に各国の津波避難ビルの収容人数および

必要なコスト，それに対して SWTP に応じて実際に支払

うことのできるコストを示す．また比較のために，地域

の住民がすべて「日本人であった場合」の結果も算出し

た．ビル建設については，すべての地域で，一個一個の

津波避難ビルに対して前章の手順でコスト算出を行っ

ているが，ここでは紙幅の関係で，前述した各国の全戸

数のコストの合計のみを示す． 

SWTP として示したのは，式（１）から導かれる一人

あたりの金額に，収容人数を乗じたものである． 

インドネシアでは，12 棟の津波避難ビルを建設するこ

とで，浸水域における約 5 万人すべての人口を救うこと

ができ，それを建設するのに必要なコストは約 2 千万ド

ルほどである．一方でインドネシア人が支払うことので

きる（経済指標に対して適正な）コストは，約 135 万ド

ルにとどまり，これは必要な建設コストの 6.4%にしか達

していない．単純にこれを解釈すれば，現状の経済力に

照らしたときに，稀にしか生じない津波への備えは十分

可能ではなく，発生してしまった場合の生存率は 6.4%

に留まると推定されるということである． 

一方で，この地域の住民がすべて日本人（あるいは 

  

Table 2  Cost in need vs. payable 

現地の人が，今の日本人と同レベルの 1 人当たり GDP，

生活の質になったとしたら，と考えてもよい）ならば，

1000 年に一度と推測されるこの地震・津波に対しても，

TEB 経費の満額を超え，184％の支出余力があるという

ことになる． 

Table 2 にはこの支出余力の数字をそのまま生存率と

いうコラムに記載しており，100％を越える数字が書か

れていることに違和感を与えるかも知れないが，100%

を下回った場合の意味合いを重視して，あえてこの表記

を用いている．本質的には SWTP は「生命安全便益」で

あって，生存率は費用便益比の逆数の意味である． 

インドの場合は，19 棟のビルで 5 万人余すべての人口

を救え，必要なコストは約 5 千万ドルほどである．しか

し現状では，必要な建設コストの 23.9%にしか賄えない．

しかしながら，前述のようにこれはあくまで稀に起きる

津波のみをハザードとして考えた結果である．津波避難

ビルが高潮からの避難にも役立てられる可能性は高い

し，高潮の発生確率は比較にならないほど大きい．死亡

率の低減パラメータΔは，ハザードの発生確率に比例し，

SWTP もこれに比例すると考えてよいから，こちらを理

由に建設が正当化される可能性は，十分に検討に値する． 

マレーシアでは，必要戸数が 5棟に留まることもあり，

津波避難ビルを建設して，浸水域における約 2.5 万人す

べての人口を救うことが，現状でもできることが見て取

れる． 

タイの場合は，15 棟の津波避難ビルを建設することで，

浸水域における約 4万人すべての人口を救うことができ、

それを建設するのに必要なコストは約 2 千 300 万ドルほ

どである．ただし現状での充足率は 22％程度である． 

 

7 結   言 

2015 年版 ISO2394・付属書 G に示された考え方を，そ

のままの形で展開して，インド洋，スマトラ沖各国の

SWTP の算出，比較，津波避難ビルの建設に材を求めて，

充足率の議論を行った． 

注意をすべきであるのは，ISO2394 の本文は normative，

すなわち国際標準として「守るべき」事項であるのに対 

し，付属書の位置づけは informative ，すなわち「こ

ういう考え方もある」という，あくまでも参考程度であ

る．とはいえ，ISO の JIS 化作業などに伴って，こうし

た内容が独り歩きして，過剰な反応を引き起こさないと 

 

 

Each Country Japanese Each Country Japanese

Indonesia 12 14,600 48,200 21,200,000 1,350,000 39,000,000 6.40 184.30

India 19 53,600 176,900 511,000,000 12,200,000 281,000,000 23.90 549.90

Malaysia 5 7,820 25,800 8,780,000 13,500,000 41,000,000 153.90 467.10

Thailand 15 36,500 120,000 23,900,000 5,270,000 73,500,000 22.00 307.40

SWTP($) Percentage of Alive(％)
Country TEBs Capacity

Total Floor

Area (m
2
)

Cost to

Constract ($)

 



 

 

も限らない面もある．付属書の趣旨をよく理解して，

ひとつの問題提起として冷静に議論することが肝要と

考える次第である． 

緒言に述べたように，ISO2394 の考え方は，国家間の

助け合いで経済格差を補いつつ，巨大災害に立ち向かお

うする方向性とは距離を置いた，あくまで現状の経済力

に応じた自己責任，自力救済を含意したものである．６

章の結果にみられるように， 津波避難ビルというハー

ドウエアの建設に防災の多くを委ね，それを各国が自力

で賄おうとしようとすると，その達成度にはそれぞれ大

きな隔たりがあることになる． 

次の段階の議論のために，この結果は，いかようにも

利用しうる．「だから援助が必要なのだ」でも「各国の

将来の経済発展の目標の，ひとつの指標」でも「災害情

報の教育や避難訓練など，ハードに頼らない防災対策の

拡充の重要性」でも，いずれの方向性にも説得力がある． 

次に，6 章の結論に至る，様々な（本文中では「やや

大胆な立論」とした）仮定について述べてみたい．いた

だいた査読のご意見でも指摘されたところである． 

（３）式で説明したΔが 1/2000 というのは，極端に小

さすぎる値であるかも知れない．SWTP は単純にこの数

値に比例するので，津波避難ビルの投資便益が，人命リ

スク低減便益以外にも期待できるとか，津波発生時の条

件付き死亡率が半々以上であるとか，より小規模ながら

発生頻度の大きい津波ハザードも評価に入れればΔは

もっと大きくなり，投資に前向きになれるはずだ，とい

った議論も可能であろう．次の課題として期待したい．

インドのケースで高波への効果に言及したのは，このた

めである． 

割引率が過大ではないかというご指摘もあった．同様

のことは著者も感じている．先進国で 4%，途上国で 10%

といった数字は，あくまでも経済装置としての社会イン

フラ投資などの査定基準であって，環境問題や防災問題

のような，未来の市民のための投資にはそぐわないとい

う考え方もある．とはいえ，投資対象が経済装置であろ

うが死亡リスク低減装置であろうが，何らかの借入金で

建設が賄われる以上，最低限金利相当分以上の割引率を

設定することは避けられない．このあたりのことでご教

示をいただけると幸いである． 

一方で，経費サイドについては，純粋に津波避難ビル

の建設費のみをコストとして計上した．土地収用費は考

えていないし，建設されたビルの維持管理や警備など，

付随的に生じるコストも計上していない．こうした要素

を積み上げていかないと正しい議論をしたことにはな

らない．著者らの力量の範囲を越えることであったが，

次の課題として挙げておきたい． 

6 章の結論では，対象とした国々と比較して，日本で

は十分に投資余力ありということであったが，議論をそ

こで終える気はなく，我が国の問題についても考えるべ

きことのヒントは少なくない． 

今回の検討は，ISO2394 の記述にしたがって，国（の

平均値）ベースの比較論議になっているが，これを細分

化して，一国の中の地域間比較に応用していくことも可

能である．インドネシアを例に挙げているが，同国の国

土全域が津波の危険にさらされている訳ではなく，した

がって（３）式で説明した Δが 1/2000 というのは，「震

源地に近い海岸に居住する国民」に限定した数字，とい

うことになる．他方で，一人あたり GDP や平均余命も，

国の平均値ではなく，地域に即した数字が利用可能なら

それでもいいはずである．津波の危険にさらされる海岸

付近の住民は，同時に国内の貴重な観光地で，平均より

多くの GDP 貢献をしている人たちである可能性があっ

て，一人当たりの SWTP も大きいかも知れない． 

翻って，少子高齢化，過疎の進む日本で考えたときに，

例えば平野部と山間部の違い，寒冷地や豪雪地の特殊事

情など，地域の特性を反映した議論をするのが当然に思

える半面，それでは SWTP が地域ごとに異なってよいの

か，という，我々が慣れ親しんできた感覚とは容易に相

容れない問いにも答えを準備しなければならなくなる

であろう． 

以上のように，ISO2394 の提起した問題は，目標安全

性水準という，我々が長らく答えを求めつつも，容易に

結論が出せないでいる課題に，新たな議論の種を示して

いるものである． 
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